
教育大綱の推進に向けた令和５年度の取組みを踏まえた令和６年度の取組みについて

内容 成果 課題
現計予算
（千円）

決算見込
（千円）

執行率
執行率が低い（0.7
以下の場合）理由

新規/拡充
/継続の別

R６
事業費
（千円）

R５の実施内容及び課題を踏まえ取組
む内容

① 社会全体で協働
し、子どもたちを育
むこと

市民活動団体の
活性化

1

・市民活動団体が自主的に実施する地域活性化や課
題解決につながる活動に対する助成
　活動促進事業　2月末現在　4団体4事業
　協働促進事業　2月末現在　2団体2事業

・市民活動団体とまちづ
くり協議会等が協働し、
課題の解決に向けた事
業を展開することができ
た。

・地域等との協働による
事業に取組む市民活動
団体の増加
・市民活動団体の活動
の持続化

900 773 85.9 拡充 900

・一般財団法人ひだ財団と連携し、財
団による助成と伴走支援により、市民
活動団体の持続可能な活動を促進す
る。

協働推進課

協働のまちづくり
の推進

2

・協働のまちづくり推進会議（市・地域の代表者・学識経
験者により協議する場）の開催
　2月末現在　4回開催
　協働のまちづくり基本指針を踏まえた活動の展開等
ついて協議　ほか

・R4.4に策定した協働の
まちづくり基本指針の実
現に向け、市の支援の
方向性の確認や、重点
項目である「地域防
災」、「地域福祉」、「地
域コミュニティ」に関す
る、各地区の課題や取り
組みのケースを共有し、
全員で研究することがで
きた。

・協働のまちづくり基本
指針の実現に向けた、
まちづくり協議会と多様
な主体との協働による取
り組みの更なる推進

300 147 49.0

・学識経験者の旅
費が日帰りが多
かったこと、庁舎内
での会議が多かっ
たことにより減った
ため。

継続 270

・基本指針の実現に向けた支援のあり
方や各地域が抱える課題解決に向け
た取り組みについて、継続して協働の
まちづくり推進会議において議論を行
う。

協働推進課

3
・まちづくり協議会に対する支援
　協働のまちづくり支援金　全20地区

・地域の維持・改善・振
興に取り組む、まちづく
り協議会へ支援金を交
付することで、各地域が
行う地域コミュニティの
強化や安全・安心な地
域づくりを支援すること
ができた。
・地域課題の解決に向
けて、市関係部署が集
まり、各地区の課題の共
有や、解決に向けた取り
組みについて協議する
体制を整備したことで、
高齢者のお出かけを支
援する仕組みなどを構
築することができた。

・まちづくり協議会や町
内会など、地域の負担
軽減

250,000 250,000 100.0 継続 250,000

・地域の維持・改善・振興に取り組む、
まちづくり協議会へ支援金を交付す
る。
・まちづくり協議会だけでは解決が困
難な地域課題などについて、市関係部
署が集まり、課題の共有や、解決に向
けた取り組みについての協議を継続し
て実施。
・会員の減少や役員の成りて不足と
いった地域の維持継続に危機的な人
材不足の課題を解決するため、地域の
負担軽減に向けた取り組みをすすめ
る。

協働推進課

4

・協働のまちづくり人材育成への支援
　課題解決に必要となる専門知識・技術を有した人材を
継続的に派遣
　2月末現在　0件
　まちづくり活動の実践講座等の開催
　2月末現在　1回
　まちづくりフォーラムの開催
　2月末現在　1回

・「まちづくり活動実践講
座」は、町内会長研修大
会と共同で開催し、役員
の負担軽減や、外部と
の連携等について議論
を行い、町内会長等に
地域の維持・継続に必
要な学習機会を提供す
ることができた。

・人材育成に向けた研
修会の充実

1,725 224 13.0

・課題解決に必要
な専門人材を派遣
する機会がなかっ
た。また、まちづく
り活動の実践講座
を「町内会長研修
大会」に位置付け
て実施したため。

拡充 600
・一般財団法人ひだ財団と連携してま
ちづくり活動の実践講座等の研修事業
を実施し、地域人材の育成を図る。

協働推進課

結婚の促進 5

・結婚新生活世帯に対する助成
　結婚を機に新生活を始める世帯へ住居費・引越費用
を支援
　2月末現在　23世帯
　※令和5年度から所得要件（400万円未満→500万円
未満）を拡充

・民間が行う結婚支援イベントに対する助成
　2月末現在　2件

・結婚を機に新生活を始
める世帯に助成すること
で、安心して結婚・子育
てをする環境づくりを支
援することができた。

・民間団体主催の結婚
支援イベントを支援する
ことにより、男女の出会
いの機会を創出できた。

・婚活を全面に出したイ
ベントは敬遠されやすい
ため、参加しやすいイベ
ントの開催など、より多く
の出会いの機会の創出

16,800 16,400 97.6 拡充 19,000

・結婚を機に新生活を始める世帯に対
する支援の強化を図る。

・現行の結婚支援イベントを見直し、対
象事業を婚活イベントに限定しないこと
で、幅広い出会いの機会を創出する。
また、結婚相手紹介事業を営むものを
補助対象に含めるなど、専門知識を
持った者の力を活用する。

協働推進課

R６年度の取組み

担当課

教育大綱の基本方
針をふまえ、特に意
識してすすめるべき

点

主な取組み No.

R５年度の取組み R５年度事業費

資料１
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教育大綱の推進に向けた令和５年度の取組みを踏まえた令和６年度の取組みについて

内容 成果 課題
現計予算
（千円）

決算見込
（千円）

執行率
執行率が低い（0.7
以下の場合）理由

新規/拡充
/継続の別

R６
事業費
（千円）

R５の実施内容及び課題を踏まえ取組
む内容

R６年度の取組み

担当課

教育大綱の基本方
針をふまえ、特に意
識してすすめるべき

点

主な取組み No.

R５年度の取組み R５年度事業費

資料１

② 妊娠期から子ど
もが自立するまで継
続して支えること

妊産婦の健康支
援

6

・先天性風しん症候群の予防
　一定年代の男性に対し、抗体検査及び予防接種法に
基づく定期接種を実施
  1月末現在　抗体検査：  101人、予防接種：  24人
・岐阜県無料風しん抗体検査の該当者で、風しん抗体
が十分でない者に対し予防接種費用を助成
　1月末現在　予防接種：   77人

・一定年代の男性に対
し、抗体検査について
の受診勧奨を行なった。
・風しん抗体が十分でな
い者に対し、予防接種
費用を助成したことで、
風しんのまん延予防が
図られた。

・抗体検査未受診者の
受診の促進

13,976 2,906 20.8
・抗体検査件数が
少なかったため。

継続 4,220

・一定年代の男性への風しん抗体検査
及び定期接種については、R6年度ま
での時限的措置であることを再周知す
ることで、受診勧奨をすすめる。

健康推進課

7

・産後健診の実施
　母子健康手帳交付時に受診票を交付し、市内委託医
療機関等で個別健診を実施　（産後2週間・1ヶ月健診）
　1月末現在　産後2週間：347件　産後1か月：362件

・産婦自身が自分の体
を知る機会を提供でき、
精神的に不安定になり
やすい母親の早期発
見、支援につなげること
ができた。

・里帰り先でも産後の相
談ができる体制の整備

4,700 4,350 92.6 継続 4,770

・産後2週間、産後1か月時の産婦健診
を継続して実施する。
・心身の不調者に対する早期対応を図
る。

健康推進課

8
・電子母子手帳「さるぼぼタッチ」の提供
　妊婦教室のお知らせや子育てイベントを配信
　2月末現在登録者数　1,671人

・アプリを使った情報配
信などにより、子育てに
関する最新の情報を容
易に入手できるようにし
た。

・子育てに関する情報の
タイムリーな発信
・アプリ利用者の増加

660 660 100.0 継続 660

・従来の紙の母子健康手帳を補完する
アプリにより、妊婦教室などの案内や
子育てイベントなどの子育てに関する
情報発信の充実を図る。

健康推進課

9
・妊婦栄養支援事業
　妊娠中の方の牛乳またはヨーグルトの購入費を助成
　2月末現在　90件

・妊娠期にバランスの良
い食事や栄養の確保を
図ることができた。

・配達不能エリアがある
・飛騨酪農での事業継
続が困難

700 700 100.0 継続 340

・委託業者による事業継続が困難と
なったことから、令和6年度中に事業を
廃止する。
・代用として令和６年４月から運用する
出産・子育て応援ギフトサイトのギフト
商品として乳製品を選択できるように
し、妊娠中の栄養確保を図る。

健康推進課

10
・助産師相談日の開設
　月2回助産師による相談日を開設
　2月末現在　22回、172人（妊産婦累計）

・予約不要の相談とした
ことで利用者が増加し、
継続して相談できる場が
確保できた。

・外出が困難な妊産婦
への対応

130 110 84.6 継続 140
・月２回の助産師相談の継続
・必要に応じ保健師、助産師による訪
問支援を合わせて実施する。

健康推進課

11

・産科受診料の一部助成
　妊娠の兆候があるにもかかわらず、様々な不安を抱え
産科を受診することができない住民税非課税世帯の妊
婦に対し、経済的な負担軽減を図るため、初回産科受
診料の一部を助成する。助成にあたり、伴走型相談支
援と連携して実施。
　2月末現在　1人

・産科医療機関にポス
ター掲示し、母子健康
手帳交付時等に個別に
周知を図った。
・申請者及び助成対象
者に対し、伴走型相談
支援として適切な相談
対応を行った。

・産科医療機関等との連
携を図ることで、妊婦の
抱える経済的問題や養
育環境問題に早期に対
応し、安心して出産等に
向かえる体制の整備

200 20 10.0
・対象となる者が当
初の見込みより少
なかったため。

継続 50

・妊娠の兆候があるにもかかわらず、
様々な不安を抱え産科を受診すること
ができない住民税非課税世帯の妊婦
に対し、初回産科受診料の一部を助
成する。
・産科医療機関等と連携を図りながら、
必要な相談支援を行う。

健康推進課

12

・産後ケア事業
　産後のホルモンバランスの崩れなどから、精神的に不
安定になっている母親に対し、医療機関に宿泊・通所し
たり、助産師が自宅に訪問し、心身のケアや育児サ
ポートを実施
　1月末現在：利用者48人、宿泊型65泊、通所型9日、
訪問型296回

・事業が産科医療機関、
市民にも広く周知され、
利用のハードルが低くな
り利用者数が増加、産
婦の心身の健康支援、
養育支援にもつながっ
ている。

・利用者が大幅に増加
した際の受け皿

1,600 4,600 287.5 拡充 5,650

・産後ケア利用費補助事業（拡充）
　里帰り等による市外での産後ケア事
業利用料を補助する。
・必要量に見合ったケアの提供を行う。

健康推進課

保護者の経済的
負担の軽減

13
・給食費の負担軽減
　給食費の1/3などを保護者に代わって市が負担

・保護者の経済的負担
の軽減が図られた。

・物価高騰による給食費
改定に伴う保護者負担
の増

124,414 124,573 100.1 継続 138,876
・給食費を毎年度改定する方法に見直
しをするとともに、引き続き1/3を市が負
担する。

教育総務課
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教育大綱の推進に向けた令和５年度の取組みを踏まえた令和６年度の取組みについて

内容 成果 課題
現計予算
（千円）

決算見込
（千円）

執行率
執行率が低い（0.7
以下の場合）理由

新規/拡充
/継続の別

R６
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担当課

教育大綱の基本方
針をふまえ、特に意
識してすすめるべき

点

主な取組み No.

R５年度の取組み R５年度事業費

資料１

② 妊娠期から子ど
もが自立するまで継
続して支えること

保護者の経済的
負担の軽減

14
・給食の質の向上
　主食代の一部を公費で助成することで、給食の質を
向上させる

・保護者の負担を増やさ
ず、質を向上させた。

25,100 23,669 94.3 継続 28,400
・引き続き助成を行い、質の向上を行
う。

教育総務課

15 ・物価高騰に伴う学校給食の食材価格の上昇分を助成
・保護者の負担を増やさ
ず、給食の質を維持し
た。

・物価高騰の継続に対
する対応

28,200 27,432 97.3 - -
・物価高騰分については給食費改定
により対応する。

教育総務課

16
・小児がん患者へのワクチン再接種に対する助成
　2月末現在　 2件

・再接種を受ける者の経
済的負担の軽減が図ら
れた。

200 13 6.5

・支援を必要とする
方が当初の見込
みよりも少なかった
ため。

継続 200
・引き続き実施し、保護者の経済的負
担の軽減を図る。

健康推進課

17

・「伴走型相談支援」と「経済的支援」を一体とした支援
の実施
　妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てできるよう、
妊娠期から出産・子育てまで様々な相談に応じ、必要
な支援につなぐ「伴走型相談支援」と、経済的負担を軽
減する「経済的支援」を一体として実施。
　2月末　出産応援給付金 414件　子育て応援給付金
462件

・出産・子育て応援給付
金の支給
・妊娠時、妊娠中（8か
月）、出産後に面談やア
ンケートを実施すること
で、継続的に個々に応
じた相談支援を行った。

・個別相談のほか、気軽
に地域で集いながら相
談できる場の提供の検
討

62,780 47,530 75.7 継続 55,870

・妊娠・子育て世帯が安心して出産・子
育てできるよう、妊娠期から出産・子育
てまで様々な相談に応じ、必要な支援
につなぐ「伴走型相談支援」と経済的
負担を軽減する「経済的支援」を一体
的に実施する。

健康推進課

18
・福祉医療費助成事業（子ども医療）の対象者を義務教
育修了後から１８歳到達の年度末まで拡大
　1月末現在対象者　11,842人

・対象者を拡大すること
で保護者の経済的負担
の軽減となった。

341,000 367,000 121.9 継続 340,000
・保護者の経済的負担軽減のため、事
業を継続する。

福祉課

子どもを産み育て
やすい環境づくり

19

・「子どもにやさしいまちづくり計画」見直しのため、次を
対象とした子育てに関するニーズ調査及び子育て家庭
生活実態調査を実施
　妊婦及びパートナー 239人、子育て世帯 3,000人、小
学5年生 674人、中学2年生 740人
・子育て支援団体や子育て中の親子を対象とした意見
交換会を開催

・当事者の状況や意見
の把握、大学の知見を
活用した調査分析によ
り、次期計画策定のため
の基礎資料が得られ
た。

・ニーズ等を踏まえた効
果的な施策群へのスク
ラップ＆ビルド
・関心が薄い、意見を出
しにくい層の参画促進

3,000 2,500 83.3 - -

・市民意見や調査結果のほか、国「こど
も大綱」、県「こども計画」を踏まえ、当
市の目指す姿とその実現に向けた取
組みなどをまとめた「こども計画（仮
称）」を策定する。

子育て支援
課

③安心して子育て
できる働き方を確保
すること

子育て家庭への
支援

20

・放課後児童支援員の処遇改善に対する助成
　支援員の勤続年数や研修実績に応じた賃金水準の
向上に要する費用を助成
　2月末現在
　経験や研修受講に応じた助成　69名
　一律の処遇改善に対する助成　115名

・支援員の処遇改善に
より、支援員の確保、資
質や意欲の向上が図ら
れた。

・働く保護者や支援の必
要な児童の増加により、
引き続き支援員の確保
は大きな課題であり、
ターゲットの追加や多様
な方法による情報発信
など、創意工夫による対
応が必要

25,550 22,583 88.4 継続 26,000

・引き続き、処遇改善をすすめることに
より、支援員の確保、資質向上を図る。
・ハローワークを活用した募集、学生ボ
ランティアの受入れなど新たな手法に
ついても委託先と協議・調整をすすめ
る。

子育て支援
課

21

・養育支援の必要な家庭に対する訪問支援
　特に支援を必要とする家庭へ支援者を派遣し、養育
に対する指導助言を行い、家事や育児などを援助
　2月末現在　5名

・養育に不安を抱える家
庭への訪問支援により、
対象家庭の暮らしの安
定や虐待防止などが図
られた。

・支援の必要な家庭（ヤ
ングケアラーなど含む）
の早期発見、早期対応
が必要
・支援の受け入れに拒
否的な家庭へのアプ
ローチ

1,300 1,300 100.0 継続 60
・専門相談のみ残し、子育て世帯訪問
支援事業に移行する。

子育て支援
課
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教育大綱の推進に向けた令和５年度の取組みを踏まえた令和６年度の取組みについて

内容 成果 課題
現計予算
（千円）

決算見込
（千円）

執行率
執行率が低い（0.7
以下の場合）理由

新規/拡充
/継続の別

R６
事業費
（千円）

R５の実施内容及び課題を踏まえ取組
む内容

R６年度の取組み

担当課

教育大綱の基本方
針をふまえ、特に意
識してすすめるべき

点

主な取組み No.

R５年度の取組み R５年度事業費

資料１

③安心して子育て
できる働き方を確保
すること

子育て家庭への
支援

22 新規 1,800

・児童福祉法の改正に伴い、地域子ど
も・子育て支援事業の1つに子育て世
帯訪問支援事業が創設される。
・令和6年度から児童福祉と母子保健
を一体化した「こども家庭センター」へ
と体制を見直し、「サポートプラン」の作
成や本事業を含むサービスの利用勧
奨など、切れ目のない家庭支援をすす
める。

子育て支援
課

23

・ひとり親家庭等に対する訪問支援
　就学や疾病、冠婚葬祭などにより、一時的に家事の
援助や保育サービスが必要となったひとり親家庭等に
対し、家庭生活支援員を派遣し、生活を支援
　2月末現在　登録者　7名　利用者　2名

・身近に支援者が少な
いひとり親家庭の精神
的、身体的な負担軽
減、適切な養育の確保
が図られた。

500 256 51.2
・事業を利用する
家庭が見込みより
少なかったため。

継続 500

・令和6年度から児童福祉と母子保健
を一体化した「こども家庭センター」へ
と体制を見直し、「サポートプラン」の作
成や本事業を含むサービスの利用勧
奨など、切れ目のない家庭支援をすす
める。

子育て支援
課

24

・子ども食堂の開設・運営に対する助成
　生活に困窮する世帯やひとり親家庭など支援を必要
とする子ども等を対象に、食事の提供や学習支援など
の子どもの居場所づくりに要する費用を助成
 　2月末現在　新規　1件、継続　3件

・執行率は低いが、市内
では10か所近くの子ども
食堂等が定期的に開催
され、地域に身近な場
所で子どもと保護者に
食事や居場所が提供さ
れるとともに、人と人の
温かなつながりが生ま
れ、子育てしやすいまち
づくりの一助となった。

・令和3年度に開始した
が、財源を踏まえた補助
率の設定、対象経費や1
食あたりの単価の考え
方、衛生面での安全確
保策、市と申請者双方
の事務効率化など複合
的な課題があり、他都市
の例や関係者意見など
も踏まえた検討が必要

3,900 1,328 34.1

・新規開設が見込
みより少なく、他の
補助金の活用や
活動休止があった
ため。

継続 3,500

・新規開設を希望する相談が数多くあ
るため、実現に向けて丁寧に関わると
ともに、継続中の取り組みに対しても
様々な媒体や機会をとらえた周知によ
り、利用を促進する。
・課題の改善に向けて制度の見直しを
すすめる。
・大手スーパー等との連携による食材
提供の仕組みづくりに取組む。

子育て支援
課

25

・施設等の退所に係る身元保証人の確保に対する支援
　母子生活支援施設の施設長が、入所中又は退所す
る女性や子どもが、就職やアパート等の賃貸、大学等
へ進学する際の身元引受人となる場合の損害保険料を
市が負担し、身元引受人の経済的負担を軽減するとと
もに、退所者の社会的自立を支援
　2月末現在　1名

・親族等が限られる母子
生活支援施設入所者の
社会的自立、退所後の
不安の軽減につながっ
た。

・年齢要件などから施設
から退所しなければなら
ないが、不安定な就業
など自立が難しいケース
が増えており、本制度の
利用や関係機関の連携
による支援が必要

80 20 25.0

・継続家庭の終了
・新規家庭が見込
みより少なかった
ため。

継続 60

・母子生活支援施設等と連携し、必要
とする方が制度を利用できるよう、他の
様々な支援方策と合わせて個別ケー
スに応じた丁寧な対応をすすめる。

子育て支援
課

26
・ファミリーサポート事業による拠点施設や会員宅など
での託児サービス、ＳＮＳ等による相談支援の実施
　1月末現在　託児1,900件、相談437件

・きめ細かな託児ニーズ
への対応、気軽に相談
できる環境整備により、
子育て家庭の安心につ
ながり、官民連携による
子育てしやすいまちづく
りの一助となった。

・ニーズ増加に対応する
ため提供会員と場所の
確保が必要（特に支所
地域）

8,960 8,960 100.0 継続 9,000

・出産・子育て応援給付金（10万円分
の電子カタログサイト「ぎふっこギフト」）
へのサービス追加、さまざまな媒体や
機会をとらえた周知により、提供会員の
確保や利用促進をすすめる。

子育て支援
課

27

・児童手当の実施
　中学校修了までの児童を養育する保護者に手当を支
給
　支給月額　3歳未満/15,000円
　3歳以上小学校修了前/10,000円（第3子以降15,000
円）
　中学生/10,000円　※所得制限あり

・児童の健やかな成長を
支援するための一助と
なった。

1,300,000 1,210,000 93.1 拡充 1,540,000

・令和6年10月分以降より拡充する。
　高校生の年代までの児童を対象
　支給月額　3歳未満/15,000円
　3歳以上高校生/10,000円
　全ての年代で第3子以降30,000円
　※所得制限なし

子育て支援
課

28

・児童扶養手当の実施
　18歳に到達する月の属する年度末までの児童を養育
している父又は母、父母に代わってその児童を養育す
る者に手当を支給

・児童の健やかな成長を
支援するための一助と
なった。

255,000 230,000 90.2 拡充 252,000

・令和6年11月分以降より拡充する。
　所得制限額の引上げ
　第3子以降の加算額の引上げ（第2子
と同額）

子育て支援
課
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教育大綱の推進に向けた令和５年度の取組みを踏まえた令和６年度の取組みについて

内容 成果 課題
現計予算
（千円）

決算見込
（千円）

執行率
執行率が低い（0.7
以下の場合）理由

新規/拡充
/継続の別

R６
事業費
（千円）

R５の実施内容及び課題を踏まえ取組
む内容

R６年度の取組み

担当課

教育大綱の基本方
針をふまえ、特に意
識してすすめるべき

点

主な取組み No.

R５年度の取組み R５年度事業費

資料１

③安心して子育て
できる働き方を確保
すること

子育て家庭への
支援

29
・中小企業事業所内保育施設の運営に対する助成
　子育て世代が働きやすい環境づくりを推進するため
の事業所内保育施設の運営に対する助成

・子育て世代の働きやす
い職場環境の整備が図
られた。

・児童数の安定的な確
保

6,700 4,797 71.6 継続 6,700
・子育て世代の多様な働き方に対応し
た保育サービスの確保を図る。

雇用・産業
創出課

30

・低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援
特別給付金（ひとり親世帯分）の給付
　児童1人当たり一律5万円
　2月末現在　500件

・物価高騰の影響を受
けている低所得の子育
て世帯の負担軽減が図
られた。

39,500 38,550 97.6 - - ・令和5年度単年度事業
子育て支援

課

31

・低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援
特別給付金（ひとり親世帯以外分）の給付
　児童1人当たり一律5万円
　2月末現在　320件

・物価高騰の影響を受
けている低所得の子育
て世帯の負担軽減が図
られた。

30,500 30,200 99.0 - - ・令和5年度単年度事業
子育て支援

課

32

・18歳以下の児童を養育する子育て世帯に対する子育
て世帯負担軽減給付金の給付
　1世帯当たり一律4万円
　2月末現在　7,012件

・諸物価や光熱費の高
騰により負担が増加して
いる子育て世帯の負担
軽減が図られた。

296,000 280,480 94.8 - - ・令和5年度単年度事業
子育て支援

課

33

・第2子以降を出産した養育者に対する第2子以降出産
祝金の給付
　児童1人当たり一律10万円
　2月末現在　234件

・多子世帯に対する経
済的な負担軽減が図ら
れた。

35,000 23,400 66.9
・第2子以降の出
生数が見込みより
少なかったため

継続 31,000

・県の方針に基づき継続実施するが、
児童手当の大幅拡充など変化も踏ま
えた経済支援のあり方は、全体の施策
のなかで検討をすすめる。

子育て支援
課

34

・中学3年生の保護者等に対する岐阜県高等学校就学
準備等支援給付金の給付
　児童1人当たり一律3万円
　2月末現在　824件

・中学校3年生を養育す
る子育て世帯に対する
経済的な負担軽減が図
られた。

24,900 24,720 99.3 継続 24,000

・県の方針に基づき継続実施するが、
児童手当の大幅拡充など変化も踏ま
えた経済支援のあり方は、全体の施策
のなかで検討をすすめる。

子育て支援
課

協働のまちづくり
の推進

35 【No.3再掲】 協働推進課

地域の声を生かし
た学校づくり

36
・学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）の実施
　小中学校区において20協議会を設置・運営
・学校運営協議会会長会の実施（オンライン　1回）

・小中学校区において
20協議会を設置・運営し
た。学校運営協議会と
連携をとりながら学校運
営を進めることができ
た。

・学校運営協議会会長
会は交流連携の必要な
際に実施するよう変更

- - 継続 -

・学校運営協議会制度（コミュニティ・ス
クール）を実施する。
　小中学校区において20協議会を設
置・運営。
・学校運営協議会会長会を実施予定。
（状況をみて判断）

学校教育課

⑤ すべての子ども
が健やかに育つ保
育を整えること

保育サービスの
充実

37

・公立保育園の運営、私立保育園への児童保育委託、
保育料軽減など運営に対する助成、私立保育園の特
別保育サービスに対する助成、老朽化した通園バスの
更新に対する助成

・公立、私立保育園にお
いて保育ニーズに対応
した保育サービスの充
実が図られた。

・少子化対策を最優先
に取組みつつ、保育
ニーズ減少への対応
策、施設の老朽化など
を踏まえた保育園のあり
方について検討が必要

2,391,122 2,300,000 96.2 拡充 2,547,816

・新たに高山あおい保育園の整備（北
保育園の移転新築）や私立保育園の
熱中症対策（エアコン整備）に対する
助成を行い、既存事業とあわせた保育
サービスの充実、良好な保育環境の整
備をすすめる。
・九次総人口推計などに基づく保育の
受け皿のあり方について検討をすすめ
る。

子育て支援
課

④ 家族や身近な人
たちに見守られな
がら絆や愛情を育
むこと
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教育大綱の推進に向けた令和５年度の取組みを踏まえた令和６年度の取組みについて

内容 成果 課題
現計予算
（千円）

決算見込
（千円）

執行率
執行率が低い（0.7
以下の場合）理由

新規/拡充
/継続の別

R６
事業費
（千円）

R５の実施内容及び課題を踏まえ取組
む内容

R６年度の取組み

担当課

教育大綱の基本方
針をふまえ、特に意
識してすすめるべき

点

主な取組み No.

R５年度の取組み R５年度事業費

資料１

⑤ すべての子ども
が健やかに育つ保
育を整えること

保育サービスの
充実

38

・保育士確保に向けたプロモーション
　8月に中学、高校生を対象にした保育の仕事体験バ
スツアー（岡本保育園、中部学院大学短期大学部）を
開催　　10名参加
・PR動画等によるプロモーション

・中高生や保育士養成
校の生徒に対し、現場
を見たり保育士の生の
声を聞くことにより、保育
士の魅力を伝えることが
できた。

・保育士、保育補助者な
どスタッフの確保

140 100 71.4 継続 161

・保育士として働きたいという願いを実
現できるよう、様々なプロモーション展
開に加え、処遇改善、ICT化による負
担軽減、新たな確保策の検討など、総
合的な取組みをすすめる。

子育て支援
課

幼児教育の推進 39
・私立幼稚園の運営に対する助成、私立幼稚園への施
設型給付及び施設等利用給付、副食費の免除

・運営支援による幼稚園
の経営安定化や、幼児
教育無償化による保護
者の負担軽減が図られ
た。

・物価の高騰下における
幼稚園の安定的な施設
運営

185,130 187,400 101.2 継続 193,730
・施設型給付等を行うとともに、幼稚園
の運営に対する支援を行う。

教育総務課

乳幼児の健康の
保持増進

40
・屈折検査機器による3歳児眼科検診
　3歳児健診受診者数　2月末現在：599人

・従来の絵指標を使った
視力検査に加え、屈折
検査機器を用いた検査
を併用することで、紹介
状発行件数が増え、治
療が必要な子どもの早
期発見につながった。

・経過観察が必要とされ
る子どもに対するフォ
ロー

260 252 96.9 継続 250
・継続して実施し、早期発見・治療につ
なげるほか、経過観察が必要とされる
子どもへの対応をすすめる。

健康推進課

41 新規 2,190

・1か月児健康診査費用の助成制度を
創設する。
　１か月児健康診査に要した費用に対
し、上限4,000円を助成（市内医療機関
受診は委託料支払い、市外医療機関
受診は申請による償還払い）

健康推進課

障がい児の療育
の支援

42

・「障がい児通所支援サービス支給量審査委員会」の
設置
　基準を超えて利用を認めるケースの協議　10件
・放課後等デイサービスの見直しの検証、利用者ヒアリ
ング調査、サービス提供事業者などとの対話
・障がい児通所支援事業の利用者負担金に対する助
成
　1月末現在　支給決定者数　571人
　12月末現在　延べ利用者数　28,283人　※1月分から
未確定

・利用の適正化が図られ
るとともに、個別の子ども
や家庭の状況に応じた
調整の仕組みが備わっ
たことにより、限りある福
祉の資源の有効活用が
図られた。

・審査会における標準的
な審査基準の策定
・当事者への制度周知、
適切な支援につなげる
ためのナビゲーション

5,790 5,790 100.0 継続 4,600

・利用状況、当事者や事業所の意見な
どを把握し、更なる見直しの必要性な
どについて検討する。
・「日中一時支援」の単価見直し、加算
の導入などについて研究する。

子育て支援
課

43 新規 150

・医療的ケア児が入院する際の付添い
者を確保し、家族が休息（レスパイト）
できるような助成制度を創設し、医療的
ケア児の在宅生活への移行支援、地
域で生活できる環境整備をすすめる。

子育て支援
課

44

・障がい児福祉サービス事業所における光熱費、利用
者の送迎等に使用するガソリン代、食材料費等の物価
高騰分を助成
　2月末現在　13事業所

・事業所の負担を軽減
し、良質なサービス提供
の継続が図られた。

1,600 973 60.8
・支援を利用する
事業所が見込より
少なかったため。

- - ・令和5年度単年度事業
子育て支援

課

地域の遊び場や
居場所の充実

45
・町内会等が行う児童遊園地整備に対する助成
　2月末現在　　10件

・老朽化した遊具が更新
等されたことにより、子ど
もたちの地域に身近な
遊び場の確保が図られ
た。

6,000 5,911 98.5 継続 6,000

・遊具の修繕やフェンス設置などを希
望する町内会が毎年多くあるため、申
請内容に基づき、早期に修繕などが実
施できるよう対応をすすめる。

子育て支援
課
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教育大綱の推進に向けた令和５年度の取組みを踏まえた令和６年度の取組みについて

内容 成果 課題
現計予算
（千円）

決算見込
（千円）

執行率
執行率が低い（0.7
以下の場合）理由

新規/拡充
/継続の別

R６
事業費
（千円）

R５の実施内容及び課題を踏まえ取組
む内容

R６年度の取組み

担当課

教育大綱の基本方
針をふまえ、特に意
識してすすめるべき

点

主な取組み No.

R５年度の取組み R５年度事業費

資料１

⑤ すべての子ども
が健やかに育つ保
育を整えること

地域の遊び場や
居場所の充実

46 ・赤保木公園への複合遊具の設置 ・複合遊具の完成
・R6.7完成のプール
オープンとの調整

14,000 14,498 103.6 継続 25,000

・遊具の設置はR5で完了
・赤保木公園全体の再整備を行う。
　園路の再整備
　小型遊具等の設置
　樹木剪定等

都市計画課

47

・原山市民公園への大型遊具の設置
　対象年齢別の複合遊具とインクルーシブ遊具
　市民、子育て関係団体等への整備コンセプトアンケー
ト調査
　遊具のプロポーザルコンペの実施

・プロポーザルコンペに
よる業者の選定並びに
契約

・R7.4の供用開始に向
けた準備

11,100 8,755 78.9 拡充 170,000

・原山市民公園へ大型遊具を設置す
る。
　対象年齢別の複合遊具とインクルー
シブ遊具
・遊具の製作設置工事並びに再整備
を行う。

都市計画課

48

・ぎふ木遊館サテライト施設の整備
　ぎふ木遊館サテライト施設の改修を行う管理運営団体
に対して支援を実施
　支援対象は、設計委託料、改修工事費、木製品等導
入費の県補助金を除いた額を助成

・県森林文化アカデミー
と連携し整備構想を作
成
・実施設計の作成

・整備構想から詳細設
計を実施
・整備構想と実施設計の
工事費調整が課題

19,167 833 4.3

・設計以外の事業
費の支払いを翌年
度に繰り越したた
め。

継続 18,334
・ぎふ木遊館サテライトの施設改修、木
製遊具の購入に対して支援する。

森林政策課

49 新規 5,000

・民間主導による全市的な木育を推進
するため、それぞれの地域の特色を生
かした木育プログラムを実証事業として
木育団体と地元事業者との共同により
実施し、プログラム事例集としてまとめ
る。

森林政策課

50 新規 3,600

・乳幼児親子を対象とした木育プログラ
ムを全市域に展開するため、ぎふ木育
ひろばに指定されているつどいの広場
にて、子育てコーディネーターと連携し
実施する。

森林政策課

51 新規 1,000
・保育園や幼稚園児親子を対象とした
木育事業（森の教室・どんぐりチャレン
ジ）を実施する。

森林政策課

⑥ 食育や眠育によ
り、望ましい生活習
慣を身につけること

食育や眠育の推
進

52

・食育・眠育の推進
　睡眠の大切さなどを伝える講演会を開催（7月、10月)
　中学3年生への健康教育(8～10月)
　「子どもノート」の配付による乳幼児期からの保護者の
理解の促進

・母子保健事業における
「子どもノート」の使用
や、講演会などを通じ
て、月齢や年齢に応じ
た食育・眠育の保護者
等への理解を促進する
ことができた。

・若年期からの望ましい
生活リズムや食習慣の
確立

630 577 91.6 継続 650
・母子保健事業や講演会、健康教育
等の実施により、食育・眠育を推進す
る。

健康推進課

⑦ 教育、子育てに
関連する施設を整
えること

保育園における
安全安心の確保

53
・荘川保育園の整備　出来高5%　（8月入札、9月着工）
・宮保育園園舎改修（未満児室改修）に対する助成
・私立保育園の老朽備品等の更新に対する助成

・市内保育園における良
好な保育環境の整備によ
り、子どもを安心して産み
育てやすいまちづくりの一
助となった。

57,697 57,000 98.8 継続 581,560

・荘川保育園の整備 (令和7年3月完
成、4月供用開始)
　荘川さくら学園との一体的整備、一
層の連携強化
・私立保育園の移転改築に対する助
成
・私立保育園の老朽備品等の更新に
対する助成

子育て支援
課
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教育大綱の推進に向けた令和５年度の取組みを踏まえた令和６年度の取組みについて

内容 成果 課題
現計予算
（千円）

決算見込
（千円）

執行率
執行率が低い（0.7
以下の場合）理由

新規/拡充
/継続の別

R６
事業費
（千円）

R５の実施内容及び課題を踏まえ取組
む内容

R６年度の取組み

担当課

教育大綱の基本方
針をふまえ、特に意
識してすすめるべき

点

主な取組み No.

R５年度の取組み R５年度事業費

資料１

⑦ 教育、子育てに
関連する施設を整
えること

保育園における
安全安心の確保

54

・公立保育園の送迎用バスへの置き去り防止装置の設
置
　令和5年7月3台設置完了
・私立保育園の送迎用バスへの置き去り防止装置の設
置に対する助成
　令和5年10月設置完了

・市内すべての送迎用
バスへの置き去り防止
装置の設置により、保育
の安全・安心の確保が
図られた。

2,200 1,850 84.1 - - ・令和5年度単年度事業
子育て支援

課

学校における安
全安心の確保

55

・学校施設の改修
　東山中屋内運動場の長寿命化改修（令和5年3月24
日着工）
　　北小学校プール改修（令和5年9月着工）

・老朽化したプールや屋
内運動場の改修により、
教育環境の安全性・快
適性が向上した。

・工事の進捗管理及び
安全管理の徹底

632,290 587,672 92.9 継続 33,000
・学校施設の長寿命化改修（東山中・
丹生川中屋内運動場）を進める。

教育総務課

56

・荘川小・中学校の整備
　荘川義務教育学校（仮称）等整備工事（8月2日入札、
9月末着工）
　屋内運動場の解体、校舎の内部解体まで完了した。

・適切な工事発注によ
り、スケジュールどおり
工事が進捗している。

・工事の進捗管理及び
安全管理の徹底

173,300 140,833 81.3 継続 2,391,520
・学校施設の長寿命化改修及び改築
を進める。

教育総務課
学校教育課

57
・屋内運動場のガラス飛散防止改修
　清見小・朝日小学校（令和5年10月着工）

・災害時に避難所として
も利用する屋内運動場
における非構造部材の
耐震対策が図られた。

4,300 2,266 52.7
・設計・施工内容
の精査を図ったた
め。

- -
・ガラス飛散防止改修はR5年度の施工
をもって全校完了

教育総務課

58
・学校における感染症対策の実施（国補助金を活用）
　児童生徒・教職員等の感染対策に必要となる物品の
購入

・感染対策に必要となる
物品の購入を行うことが
できた。

・小中学校における感染
拡大

32,000 6,400 20.0
・コロナ感染者が
少なかったため

- -
・令和5年度をもってコロナ感染症対策
としての対応を終了

教育総務課

59

・スクールバスの置き去り防止装置の設置（前年度から
繰越し）
　令和5年12月末までに小中学校のスクールバスに設
置

・全車両に装置を設置
し、置き去り事故防止の
強化が図られた。

・事故防止のため、引き
続き目視確認の徹底

5,600 3,431 61.3
・入札による減額
があったため。

- - ・令和5年度で終了 教育総務課

60 ・感染症拡大時におけるスクールバス運行業務の委託
・コロナ感染拡大時に備
え、民間事業者との連
携体制を整えた。

3,500 0 0.0
・感染症拡大の事
案が発生しなかっ
たため。

- -
・令和5年度をもってコロナ感染症対策
としての対応を終了

教育総務課

安全安心な学校
給食の提供

61
・学校給食センター整備計画の策定
　公設卸売市場内での高山センター整備、官民連携
（PPP）の活用

・整備方針の策定およ
び議会での協議を図っ
た。

・整備手法や運営手法
の検討

- - 新規 15,000
・ＰＰＰ手法検討調査およびアドバイザ
リー業務委託を行い、整備手法等を決
定する。

教育総務課

62
・学校給食荘川センターの新設
　整備工事（8月2日入札、9月末着工）

・適切な工事発注によ
り、スケジュールどおり
工事が進捗している。

・工事の進捗管理及び
安全管理の徹底

10,690 10,690 100.0 継続 185,930
・工事の詳細について業者と打ち合わ
せを行い、令和7年度供用開始に向け
た準備を行う。

教育総務課

⑧ すべての子ども
に、その子にとって
の居場所をつくるこ
と

地域が主体となっ
た子どもの居場所
づくり

63
・協働のまちづくり支援金及び市民活動事業補助金
　地域や市民活動団体などが行う子どもたちの居場所
づくりに対する助成

・子ども食堂や寺子屋な
どの設置運営に対する
支援により、子どもたち
の居場所の提供や多世
代交流を促進することが
できた。

・子どもの居場所づくり
に取組む地域や団体の
増加

- - 継続 -
・子どもの居場所づくりに関する情報を
まちづくり協議会等で共有するなど、
地域での活動の促進を図る。

協働推進課
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教育大綱の推進に向けた令和５年度の取組みを踏まえた令和６年度の取組みについて

内容 成果 課題
現計予算
（千円）

決算見込
（千円）

執行率
執行率が低い（0.7
以下の場合）理由

新規/拡充
/継続の別

R６
事業費
（千円）

R５の実施内容及び課題を踏まえ取組
む内容

R６年度の取組み

担当課

教育大綱の基本方
針をふまえ、特に意
識してすすめるべき

点

主な取組み No.

R５年度の取組み R５年度事業費

資料１

⑧ すべての子ども
に、その子にとって
の居場所をつくるこ
と

不登校児童生徒
の支援

64

・高山市方式教育支援センター構想の立案・推進
・教育支援センター推進会議の開催（３回）
・学校心理士による教育相談及び学校訪問でのコンサ
ルテーション

・教育支援センター推進
会議での提言を受け
て、教育支援センターの
めざすべきものや役割
などが明確になった。
・相談の窓口としての機
能が充実し、保護者や
学校などとの連携が向
上した。

・であい塾における移動
であい塾の拡充に関し
ては、場所の確保・支援
員の確保（であい塾教
育相談員の関わりも含
めて）を考える必要があ
る

960 960 100.0 継続 960

・高山市方式教育支援センター構想の
推進。
・教育支援センター推進会議の開催
（３回）。
・学校心理士による教育相談及び学校
訪問でのコンサルテーション。
・関係機関との連携の拡充。
（Ｒ５に立ち上げた不登校対応連携会
議の拡充など）

学校教育課

65

・不登校特例分教室開設に向けた施設整備の実施
　既存施設の改修工事及び備品等の購入・設置
　工事期間：R5.9月～R6.2月
　開設目標：R6.4月

・課内、他課との連携を
通して、実施計画書、設
置規則などが完成した。
（R6.2に内定通知受理）
・ほぼ工程通りに改築工
事が進んだ。

・個に応じた支援のあり
方

43,480 43,480 100.0 - - ・令和5年度完了 学校教育課

66 新規 11,596

・学びの多様化教室「にじ色」の管理運
営によって不登校生徒の教育向上を
図る。（施設管理・教育環境維持
6,556）
・学びの多様化教室「にじ色」への通学
を支援し、通学する生徒や保護者の負
担軽減を図る。（バス運行・通学補助
5,040）

学校教育課
教育総務課

⑨ 子ども一人ひとり
に寄り添い、個性や
能力を伸ばすこと

子ども発達支援セ
ンターの強化

67

・研修による療育支援体制の充実
 2月末現在　療育支援マイスター研修（新人研修：1回
中級研修:8回、マイスター研修：8回）
・園や小学校職員の支援力向上のための専門療育ス
タッフ派遣
  2月末現在　小学校（17校）保育園（２園）
・児童や幼児に対する発達検査の実施
　2月末現在　児童：22件　幼児：17件
・公認心理師の配置による相談支援
　2月末現在　巡回訪問：45回
・母子健康包括支援センターとの連携
　2月末現在　3回

・子どもの発達特性の理
解や支援技術の習得に
より、保育環境の向上が
図られた。
・支援者の支援や家族
の対応などの助言を得
ることにより、子どもの成
育環境の向上が図られ
た。

・人材育成及び専門性
向上の効果検証

1,660 1,660 100.0 継続 1,910

・令和6年度から児童福祉と母子保健
を一体化した「こども家庭センター」へ
と体制を見直し、官民のスタッフの質的
向上と地域全体のレベルアップを図
り、切れ目のない子ども家庭支援をす
すめる。

子育て支援
課

学びのセーフティ
ネットの構築

68
・特別支援員・保健相談員の配置
  不登校傾向、外国籍、特別な支援が必要な児童・生
徒への支援

・小学校に１０２名、中学
校に４１名の配置。
・支援を要する子の増加
に対応し、支援員の増
員行っている。

・職員増加に伴う欠員補
充

123,536 123,536 100.0 継続 136,628

・校内教育支援センターの充実を目指
した人員の調整。特に教室で学ぶこと
が困難な児童生徒への相談支援（保
健相談員）の増員と支援のあり方。

学校教育課

69
・学校教育活動等への人的支援
　学習指導員及びスクールサポートスタッフの配置

・年度当初学習指導員９
名の配置とスクールサ
ポートスタッフ１７名の配
置。・ICT機器活用のサ
ポートや学校のコロナ対
応・事務補助に貢献し
た。

・コロナ第５類移行、
GIGAスクール構想の平
常化に伴い、業務内容
の見直しと配置のあり方
の検討
・人材不足

26,852 15,146 56.4
・募集人員（各校1
名配置）が集まら
なかった。

継続 30,392

・校内教育支援センターの充実を目指
した人員の調整。特に教室で学ぶこと
が困難な児童生徒への学習指導の充
実を図る。
・教科指導の資格・経験を有した学習
指導員を配置する。
・校内の事務補助を行うスクサポを増
員する。

学校教育課

70
・要保護・準要保護等児童生徒に対する支援
　経済的に援助が必要な児童・生徒への学用品等の一
部や給食費等の支給を行うことにより就学を支援

・対象となる児童生徒へ
の入学前支給を実施す
るなど、経済的負担の軽
減を図ることができた。

・経済的に援助の必要
な家庭の状況把握及び
継続的な支援
・適正な判断のための
指標のあり方

43,000 35,124 81.7 継続 47,000
・経済的に援助の必要な家庭の状況
把握及び周知について徹底する。

学校教育課
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教育大綱の推進に向けた令和５年度の取組みを踏まえた令和６年度の取組みについて

内容 成果 課題
現計予算
（千円）

決算見込
（千円）

執行率
執行率が低い（0.7
以下の場合）理由

新規/拡充
/継続の別

R６
事業費
（千円）

R５の実施内容及び課題を踏まえ取組
む内容

R６年度の取組み

担当課

教育大綱の基本方
針をふまえ、特に意
識してすすめるべき

点

主な取組み No.

R５年度の取組み R５年度事業費

資料１

⑩ 子どもの人権を
尊重し、虐待やいじ
めをなくすこと

こころの健康支援 71

・ゲートキーパー育成講座、命の大切さの啓発
　市民や相談事業に携わる専門職、民生児童委員、市
職員等を対象に講座を開催
　啓発リーフレットの作成、配布
　健康づくり推進協議会専門部会における意見交換、
情報共有

・ゲートキーパーの役
割、悩みを持つ人への
接し方、専門相談機関
などについて多くの市民
に啓発することができ
た。

・自殺者数の減少に向
けた更なる市民意識の
向上

680 622 91.5 継続 720
・ゲートキーパー育成講座を継続開催
するとともに、専門部会での情報共有
を図り、市民への啓発をすすめる。

健康推進課

いじめ等対策の
推進

72
・児童生徒等の重大事態調査委員会の開催
　市内の児童生徒等のいじめ等の実態や対応状況に
ついて報告

・市内で児童生徒等の
重大実態が発生した場
合に、迅速に原因究明
や再発防止に向けた取
組みが行える体制を確
保している。

・重大事態発生時にお
ける迅速な対応

165 165 100.0 継続 165
・児童生徒等の重大事態調査委員会
を開催し、未然防止と発生時の迅速な
対応に向けた情報共有を図る。

総合政策課

73

・全小中学校へのいじめ防止アドバイザーの派遣
　1名を各校2回以上派遣
　教職員に対するいじめの早期発見、早期対応にかか
る指導・助言等の実施
　市内教職員に対して4月に全職員研修を実施
　保護者向け、子ども向けの講演

・各校2回以上の派遣を
実現することができた。
・きめ細かな指導・助言
ができた。

・魅力ある学校づくりの
あり方の推進

1,370 1,370 100.0 継続 1,400
・いじめアドバイザーの派遣は有効な
いじめ対策の一つとして今後も継続実
施していく。

学校教育課

⑪ グローバル化や
情報化など新しい
時代に対応できる
子どもたちを育てる
こと

保育の情報化推
進

74

・保育支援システムの導入による保育サービスの高度
化や保護者との円滑な情報共有、業務効率化の推進
・午睡チェックセンサーによる乳児の午睡中の事故防
止、省力化

・今年度から本格運用を
開始したが、保護者が
使い慣れたツールで園
との連絡や必要な情報
の入手が可能となるな
ど、非常に好評を得た。
・業務のペーパーレス
化、時間短縮にもつな
がり、保育士が子どもと
向き合う時間の確保や
意欲向上につながっ
た。

8,310 8,310 100.0 継続 1,706

・若手保育士を中心としたICT部会によ
る議論を踏まえ、より効果的な利用方
法への移行、業務見直しをすすめる。
・保育支援システムを活用した写真販
売など、保護者の利便性の向上に資
するサービスの導入をすすめる。

子育て支援
課

教育の情報化推
進

75

・ＩＣＴ機器を活用した教育の推進
　1人1台タブレットの活用、
　電子黒板（35人学級増設の対応を含む）、
　オンライン授業による学習保障

・授業における一人一台
端末の利用率が小・中
共に８０％以上であり、
個別最適な学びや協働
的な学びを生み出すこ
とに役立てられた。

・iPadの故障を心配せず
児童生徒が安心して活
動に取り組める条件整
備
・２in１ＰＣの有効活用

170,420 169,670 99.6 継続 163,160

・iPadの活用の幅が広がることによる故
障や経年劣化による故障に対する保
守の在り方について改善策を探る。
・３５人学級における電子黒板等の増
設を行う。
・２in１ＰＣの効果的な活用を推進する。

学校教育課

76
・自宅でのオンライン学習環境整備にかかる機器等の
貸出し
　貸出用ルーター320台の運用

・校内での活用で、Wi-
Fi環境の拡大に寄与。
・一人一台端末と共に家
庭に持ち帰り、長期休業
日中の課題等で活躍。

・校内のタブレットが使
えない場所での学びの
あり方

4,240 4,233 99.8 継続 4,235
・貸し出し用ルーターの効果的な活用
を推進する。

学校教育課

77

・校務支援システムの活用
　グループウエア・名簿・出席簿・通知表・要録管理・保
健関係の記録に活用
　帳票の統一化、情報の一元化により校務作業を軽減

・各種帳票の入出力、保
健関係、出退勤管理で
の活用に加え、進路関
係での校務作業の軽減
が図られた。

・名簿と要録などのよう
に、帳票出力の目的に
よって入力が二度手間
になることがあった

7,170 7,161 99.9 継続 7,170
・導入目的である業務改善に一層寄与
できるように、システムの改善を更に進
めていく。

学校教育課
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教育大綱の推進に向けた令和５年度の取組みを踏まえた令和６年度の取組みについて

内容 成果 課題
現計予算
（千円）

決算見込
（千円）

執行率
執行率が低い（0.7
以下の場合）理由

新規/拡充
/継続の別

R６
事業費
（千円）

R５の実施内容及び課題を踏まえ取組
む内容

R６年度の取組み

担当課

教育大綱の基本方
針をふまえ、特に意
識してすすめるべき

点

主な取組み No.

R５年度の取組み R５年度事業費

資料１

⑪ グローバル化や
情報化など新しい
時代に対応できる
子どもたちを育てる
こと

教育の情報化推
進

78

・市内小中学校への新聞設置
　文科省による学校図書館図書整備等5か年計画に基
づき、市内小中学校に新聞を設置する。
　小学校２紙/校
　中学校３紙/校

・すべての小・中学校の
学校図書館に配備し
た。新聞コーナーをした
り授業等で活用したりし
ている。

・授業等での活用の充
実（新聞記事の要約
等）。

2,400 2,400 100.0 継続 2,400 ・新聞の有効活用をすすめる。 学校教育課

79 新規 2,000
・中学校プログラミング学習のための効
果的な学習教材を導入・活用する。

学校教育課

⑫ 健康意識を高
め、自ら健康を守る
力を身につけること

健康の保持増進 80

・健康ポイントの実施
　広報たかやまにて『高山市健康ポイント事業のご案
内』を全世帯に配布し、7月から賞品交換開始
　2月末現在　交換者数：  1,475 名

・市民が自らの健康に関
心を深め、健康診査の
受診や生活習慣の改善
など、健康づくりに取り
組む動機づけの一因と
なった。

・市民の健康意識のさら
なる向上

1,470 1,138 77.4 継続 1,800

・健診時や出前講座時に、チラシの配
布や健康ポイントについての話をする
機会をつくる。
・市内のトレーニング施設や図書館、
国保診療所、薬局など人が集まりそう
な場所にポスター掲示を依頼する。

健康推進課

81
・若年層（特に中学3年生および高校生）における健診
受診機会の提供
・学校における健診実施に向けた協議

・市民が自らの健康に関
心を深め、健康診査の
受診や生活習慣の改善
など、健康づくりに取り
組む動機づけの一因と
なった。

・市民の健康意識のさら
なる向上

16,200 14,220 87.8 継続 15,300 ・健康意識向上のための啓発を図る。 健康推進課

82

・若年層に対する子宮頸がんワクチン接種の積極的勧
奨を再開
　定期接種・・・小6から高１相当年齢の女子。標準的な
接種年齢13歳（中1）：令和5年４月に予診票を送付
　キャッチアップ接種・・・平成9年度から平成18年度生
で未接種の女子：令和４年5月に予診票を送付
　1月末現在　定期接種　 440件、キャッチアップ接種
520件

・定期接種・キャッチアッ
プ接種対象者へ個別に
案内を送付し、ワクチン
の有効性や相談先など
の周知を行った。

・子宮頸がん予防につ
いての周知と予防接種
率の向上

37,020 33,500 90.5 継続 31,913

・特にキャッチアップ接種対象者につ
いては、令和6年度までの時限的措置
であることを再周知し、接種率の向上
を図る。

健康推進課

⑬ 保幼小中の連携
に加え、高校や大
学と連携を強めるこ
と

高校連携の推進 83

・市の様々な分野において高校生と連携した事業を実
施
　高校が実施する探究学習等への協力
　斐太高校ＦＲＨ（地域共創フラッグシップハイスクー
ル）への大学連携センターを通じた指導
　高山工業高校と若者等活動事務所「村半」等との家
具製作プロジェクトの実施
　議会と高校生との意見交換会の実施（市内全校）
　飛騨メディカルハイスクールの実施（市内全校）　　等

・岐阜大学の実践的
フィールド拠点「地域ラ
ボ」を村半に設置し、大
学生のワークショップ及
び地域の高校生や社会
人への講座等を行い、
高校・大学・社会人との
相互の連携をすすめ
た。
・高校との連携により高
校生の考えを施策に反
映したり、高校生と一緒
に施策を進めることがで
きた。

・高校生の学業等に無
理のない内容での連携
の実施

- - 継続 - ・全庁的に各分野において高校との連
携をすすめる。

各課

大学連携の推進 84

・大学連携センターに対する助成、大学と連携した調査
等の実施
  運営費助成、大学と連携した調査等の業務委託、大
学等によるゼミ・合宿産学金官連携の促進
　持続可能な観光まちづくりに関する調査研究、コロナ
禍における経済対策の市内経済への影響等調査　等
を実施

・大学と連携し、持続可
能な観光まちづくりを進
めるための調査研究を
実施することができた。
・大学等によるゼミ合宿
に対する支援を実施し、
活動促進を図ることがで
きた。

・大学と連携した調査研
究活動等の施策への反
映

17,110 16,538 96.7 継続 17,690

・持続可能な観光まちづくりに関する
調査研究やコロナ禍における経済対
策の市内経済への影響等調査など、
大学と連携した調査等を実施する。
・大学等の市内における活動を促進す
るため、大学等によるゼミ合宿に対す
る支援を実施する。

総合政策課
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教育大綱の推進に向けた令和５年度の取組みを踏まえた令和６年度の取組みについて

内容 成果 課題
現計予算
（千円）

決算見込
（千円）

執行率
執行率が低い（0.7
以下の場合）理由

新規/拡充
/継続の別

R６
事業費
（千円）

R５の実施内容及び課題を踏まえ取組
む内容

R６年度の取組み

担当課

教育大綱の基本方
針をふまえ、特に意
識してすすめるべき

点

主な取組み No.

R５年度の取組み R５年度事業費

資料１

⑭若者が暮らし、働
きたくなる魅力的な
まちにすること

若者の活躍する
まちづくりの推進

85

・高山駅西地区まちづくり構想に基づく施設整備基本
計画の策定
　高山駅西地区まちづくり構想に基づき、整備を予定し
ている複合・多機能施設の具体的な機能や規模、配
置、事業手法などを検討したうえで、施設整備基本計
画の策定をすすめる。

・整備方針（案）に対す
る、学生や児童を含む、
市民や民間事業者から
の意見を収集できた。
・意見収取や検討結果
を踏まえた、施設整備基
本計画の骨子を作成し
た。

・次年度以降の事業者
選定要領などの事業全
体のすすめ方の検討

16,400 10,986 67.0

・業務委託費
16,000千円を計上
していたところ、
10,780千円となっ
たため。

新規 25,020
・現在策定をすすめている施設整備基
本計画に基づき、事業者の選定をす
すめる。

総合政策課

86
・村半「若者等活動事務所」の運営
　2月末時点　来所者数：25,947人　新規登録者数：433
人、32団体

・市内の学生や団体を
中心に、様々な活動が
行われた。

・市内外の利用者・見学
者の増加と活動内容の
広がり

6,795 6,046 89.0 継続 5,250
・多目的な活用がすすむよう利用者の
意見や利活用検討会での議論を踏ま
え、利用促進を図る。

総合政策課

87

・若者活動への支援
　若者が地域でやりがいと生きがいをもって活躍できる
まちづくりをすすめるため、若者の自主的な活動に係る
経費を助成
　市民と市長等が話し合い、これからの市の政策や事
業等に反映することを目的とした「たかやま共創ミーティ
ング」を実施し、その結果を踏まえて制度を拡充（補助
率を2/3から10/10に拡大）
　11団体

・高校生から３０代の若
者、また支所地域での
活動など年代や場所に
ついて幅広く支援を行う
ことができた。
・若者が新しいことに挑
戦したり、仲間の輪を広
げたり、地域の魅力を知
るといった、若者の活動
の後押しを行うことがで
きた。

・若者への情報発信や
制度の周知

2,000 2,200 110.0 拡充 2,200

・若者の活動の情報発信や団体と伴走
する関係づくりをすすめていく。
・令和5年度に実施した若者の活動に
かかる経費の助成事業を一般財団法
人ひだ財団と連携して行い、若者の活
動支援をすすめていく。

総合政策課

企業誘致の促進 88

・サテライトオフィスの設置促進
　飛騨高山お試しサテライトオフィスの活用による都市
部の企業のサテライトオフィス立地促進
　サテライトオフィス開設に対する助成制度による支援

・お試しサテライトオフィ
スの提供により、都市部
の企業の事業活動を市
内に呼び込んだ。

・お試しサテライトオフィ
スのあり方

2,000 0 0.0

・サテライトオフィス
の開設に関する相
談はあるが、社会
情勢の変化等によ
り、市内でのサテラ
イトオフィス開設が
遅れているため。

継続 1,000

・飛騨高山お試しサテライトオフィスの
活用などにより、都市部の企業のサテ
ライトオフィス立地を促進する。
・サテライトオフィス開設に対する助成
について、引き続き市内へのサテライト
オフィス開設に向けた働きかけを進め
る。

雇用・産業
創出課

若者の創業や就
職を支援

89

・創業しようとする若者への支援
　創業しようとする若者のチャレンジを強く後押しするた
め、創業時に必要な初期費用に対する支援を実施
　若者に対する補助率を1/2→2/3へ拡大した。

・若者への支援をさらに
進めることができた。

・若者の定住率の拡大 43,000 32,400 75.3 継続 34,000
・創業しようとする若者のチャレンジを
強く後押しするため、創業時に必要な
初期費用に対する支援を実施する。

雇用・産業
創出課

90

・奨学金返済の支援
　高山市の将来を担う若者の地元就職・定住を促進す
るとともに、若者のなりわいを支援するため、奨学金返
済に対する支援を実施
・奨学金返済に対する支援を地元就職者へ拡充した。

・若者への支援をさらに
進めることができた。

・若者の定住率の拡大 72,000 56,701 78.8 継続 67,000

・高山市の将来を担う若者の地元就
職・定住を促進するとともに、若者のな
りわいを支援するため、奨学金返済に
対する支援を実施する。

雇用・産業
創出課

91

・地元に就職した若者に対する支援
　高山市の将来を担う若者の地元就職・定住を促進す
るとともに、若者の生活を支援するため、若者地元就職
支援事業（支援金、就職・就業に伴う新規住居賃借契
約に必要な初期費用への補助）を創設

・若者への支援をさらに
進めることができた。

・若者の定住率の拡大 47,000 42,409 90.2 継続 41,000

・高山市の将来を担う若者の地元就
職・定住を促進するとともに、若者
の生活を支援するため、若者地元就
職支援事業（支援金、就職・就業に
伴う新規住居賃借契約に必要な費用
への補助）を実施する。

雇用・産業
創出課

92

・高校生を対象としたIT人材育成事業の実施
　市内のＩＣＴやクリエイティブ産業に関わる人材が不足
していることに対応するため、飛騨地域の高校生を対象
としたＩＴ人材育成事業を実施
（高校生を対象に「たかやまデジタル未来アカデミー」と
して事業を実施）

・ＩＴに興味がある高校
生にさらに知識を深め、
将来の仕事への展望を
持っていただくことがで
きた。

・市内の若手ＩＴ人材の
育成のあり方

7,000 6,897 98.5 - - ・令和5年度で終了
雇用・産業

創出課
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教育大綱の推進に向けた令和５年度の取組みを踏まえた令和６年度の取組みについて

内容 成果 課題
現計予算
（千円）

決算見込
（千円）

執行率
執行率が低い（0.7
以下の場合）理由

新規/拡充
/継続の別

R６
事業費
（千円）

R５の実施内容及び課題を踏まえ取組
む内容

R６年度の取組み

担当課

教育大綱の基本方
針をふまえ、特に意
識してすすめるべき

点

主な取組み No.

R５年度の取組み R５年度事業費

資料１

⑭若者が暮らし、働
きたくなる魅力的な
まちにすること

高等教育等への
支援

93
・高校生の遠距離通学者等に対する助成
　公共交通機関の通学定期券購入などに係る費用の
助成

・遠距離通学における公
共交通機関や下宿利用
に係る経済的負担が軽
減され、高校生の就学
促進に寄与した。

・保護者や高校等への
制度の周知と利用促進

14,000 14,000 100.0 継続 14,000
・各種媒体の活用により制度周知を図
りながら、引き続き遠距離通学する高
校生等への支援を行う。

教育総務課

94

・県立森林文化アカデミーとの連携による林業の担い手
育成支援
　県立森林文化アカデミーとの連携協定に基づき、アカ
デミー卒業後本市にて林業等への就業を志す学生に
対し、学費等の修学に必要な経費を支援
2月末現在　3名

卒業後、本市へ就業意
欲のある県立森林文化
アカデミーの学生3名に
対し、修学に必要な経
費を支援し、林業関連
技術者の育成確保を図
ることができた。

学生や市内企業への制
度の周知

1,500 1,090 72.7 継続 1,500

・市内の高校を訪問しアカデミー及び
制度のＰＲを行う。
・アカデミー授業「岐阜を知る（高山市
編）」による学生への市内就業の誘導
を行う。
・学生と市内事業者とのマッチングを行
う。

森林政策課

暮らしやすく働き
やすい環境づくり

95

・若年者の公共交通の利用を促進するための運賃無償
化
　　ヤングパスポートの利用（1月末現在）
　　　利用回数：24,297回
・高齢者等の公共交通の利用を促進するための割安な
乗車パスポートの発行
　　おでかけパスポートの発行・利用（1月末現在）
　　　有料発行：94件、無料発行：42件
　　　利用回数：23,302回
・匠バス及びまちなみバスにおけるバスロケーション（位
置情報表示）システムの運用開始（4月～）
・のらマイカー（東・西・南・北線）におけるバスロケーショ
ンシステムの運用開始（3月～）
・暮らしやすく働きやすい環境を整えるための、のらマイ
カー等の運行見直し
・公共交通の利用を促進するためのイベント（のりものラ
リーｉｎたかやま）の実施

・若年者の運賃無償化
により、公共交通を利用
する機会を創出するとと
もに、利用促進に寄与し
た。

・若年者等への制度の
周知と利用促進

280,000 280,000 100.0 継続 283,250
・公共交通の利用促進に向け、交通事
業者等と連携したイベントや各学校へ
のＰＲの実施などにより周知を図る。

都市計画課

96

・インターンシップ受入事業所に対する支援
　若者の地元就職を促進するため、インターンシップ受
入れ事業者に対し、事業者が負担する実習生の滞在
に要する費用の一部を助成

・インターンシップ受入
れ事業所に対する助成
の拡充により、学生を受
け入れる事業所が増加
した。

・インターンシップ受入
れ事業所の増加
・インターンシップ生の
市内就職の促進

2,800 1,600 57.1

・補助要件に合う
内容でインターン
シップを実施する
事業所が見込みよ
り少ないため。

継続 2,000

・市内の労働力確保のため、ユーター
ンシップサポーターズ（事務局：高山商
工会議所）などの団体や市内事業所と
連携して、若者の雇用につながるイン
ターンシップを促進する。

雇用・産業
創出課

97

・事業承継にかかる融資に対する助成
　事業承継を控えた又は承継後間もない事業者の利用
する制度、融資の利子等を支援することにより、事業承
継の円滑化を図る
　2月末現在　10件 保証料補給4,690千円・利子補給
4,198千円（債務負担6件含む）
・新たに小規模事業者の事業承継マッチング支援のた
め、事業承継マッチングプラットフォームrelayとの連携
により、高山市の事業承継案件をrelayのサイトに掲載。
2月末時点　掲載数5件、成約数0件。

・関係団体への周知を
行い、事業承継にかか
る支援を行うことができ
た。

・事業承継案件の掘り起
こし

6,680 9,369 140.3 継続 8,380

・今年度の事業を継続する中で、広報
などによる事業の周知を商工会議所、
商工会と連携し継続する。
・SNSを活用した事業承継の情報提供
や案件掘り起こしの取り組みについ
て、事業承継マッチングプラットフォー
ムを活用して行う。

商工振興課
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教育大綱の推進に向けた令和５年度の取組みを踏まえた令和６年度の取組みについて

内容 成果 課題
現計予算
（千円）

決算見込
（千円）

執行率
執行率が低い（0.7
以下の場合）理由

新規/拡充
/継続の別

R６
事業費
（千円）

R５の実施内容及び課題を踏まえ取組
む内容

R６年度の取組み

担当課

教育大綱の基本方
針をふまえ、特に意
識してすすめるべき

点

主な取組み No.

R５年度の取組み R５年度事業費

資料１

⑭若者が暮らし、働
きたくなる魅力的な
まちにすること

若者に対する生
涯学習の推進

98
・子ども夢創造事業（しごと）の実施
　市内小中学生を対象とした高山市の地場産業の高度
な技術の見学や勉強会

・岐阜県木工芸術スクー
ル、市内の伝統工芸技
術者と連携し、木工教室
を開催、地場産業である
木工業に興味を持って
いただく機会を創出し
た。

860 521 60.6

・岐阜県木工芸術
スクールと連携し
て事業を実施する
ことにより事業費を
削減できたため。

継続 860

・岐阜県木工芸術スクールと連携して
取り組むとともに、民間事業者の参画
による子ども夢創造事業（しごと）を実
施する。

商工振興課
雇用・産業

創出課

99

・職場体験事業の実施に対する支援
　若者が進学等を契機に地元を離れる前に、地域の事
業者に対する理解や地域への愛着を育む機会を創出
する職場体験事業の実施を支援

・飛騨地域内89社が参
画し601名が参加した事
業に対し支援を行った。

500 500 100.0 継続 500

・若者が進学等を契機に地元を離れる
前に、地域の事業者に対する理解や
地域への愛着を育む機会を創出する
職場体験事業の実施を支援する。

雇用・産業
創出課

⑮ 学んだことを社
会に活かせる生涯
学習を活発にする
こと

生涯学習の推進 100

○子ども夢創造事業（科学）の充実
・科学ひろば（7月28日：飛騨・世界生活文化センター、
延べ231名）
・施設見学（7月31日：御母衣ダム、7名）
　　　　　　 （8月7日：京都大学飛騨天文台、21名）
・ものラボワークショップ（大学生による指導等）（8月9日
～11日：高山市民文化会館、30名）
・環境科学実験教室（8月20日：高山市民文化会館、33
名）
・クルマを楽しく学ぼう＠高山自動車短期大学（10月7
日：高山自動車短期大学、8名）

・大学、企業、団体の協
力により、科学・ものづく
りにふれる多様な体験
機会を提供することがで
きた。
・科学・ものづくりを通じ
た交流、職業意識の向
上を図るきっかけづくりと
なった。

2,790 1,581 56.7
・会場使用料等が
予定より安価に抑
えられたため。

継続 1,510

・子ども夢創造事業（科学）の実施
①施設見学
②ものラボワークショップ（大学生指導
によるピタゴラ製作等）
③科学講座（クルマを楽しく学ぼう）

生涯学習課

101

○生涯学習講座や出前講座の開催
・出前講座　74講座
○放送大学岐阜学習センター高山分室の管理運営
・学生数　65人

・「たかやま出前講座」の
実施により生涯学習によ
るまちづくりの推進に寄
与することができた。
・放送大学高山分室に
おいて大学レベルの学
習機会を提供することが
できた。

190 0 0.0

・市が生涯学習講
座を主催すること
から、生涯学習情
報を収集し市民へ
情報提供するな
ど、生涯学習講座
のあり方を見直し
たため。

継続 20
・出前講座の開催及びPRを行う。
・生涯学習情報の収集と提供を行う。

生涯学習課

102
○家庭教育講座の開催
・学ぶPTAの開催(７校)
・就学時健診における子育て講座(小学校１９校)

・家庭、地域、学校と連
携し、子育て環境の向
上を図るための学習機
会を提供することができ
た。

830 326 39.3
・市内講師が多く、
報償費や旅費が
抑えられたため。

継続 580
・家庭教育の充実のため、小中学校と
連携した学習機会の提供

生涯学習課

部活動の支援 103 ・部活動指導員の配置
・部活動の技術向上や
教員の負担軽減をする
ことができた。

・限られた時間の中での
活動の質の向上。

11,438 11,438 100.0 継続 11,695
・従来の目的である部活動の質的向上
や教員の負担軽減を引き続き継続して
いく。

学校教育課

104
・部活動の地域移行に向けた地域指導者への支援（指
導謝礼の支給）
　対象：3団体14名

・地域指導者の活動に
対する支援がができた。

・国の委託金を活用して
いるが、今後の継続の
見通しが立たない。

2,600 2,600 100.0 継続 3,580
・国の委託金を活用して引き続き地域
移行のための支援をすすめる。

学校教育課

105
・各種大会出場費に対する助成
　部活動及びクラブ活動の大会派遣等に対する助成

・部活動やクラブ活動の
大会派遣に対する支援
ができた。

・交通費などの精算が複
雑で算定が難しいもの
の対応

9,000 6,000 66.7
・大会出場チーム
が少なかったた
め。

継続 9,000
・大会出場意欲の向上のためにも助成
制度を継続していく。
・申請方法について周知徹底する。

学校教育課

⑯ レクリエーショ
ン・健康・競技など
目的に応じたス
ポーツを活発にす
ること
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教育大綱の推進に向けた令和５年度の取組みを踏まえた令和６年度の取組みについて

内容 成果 課題
現計予算
（千円）

決算見込
（千円）

執行率
執行率が低い（0.7
以下の場合）理由

新規/拡充
/継続の別

R６
事業費
（千円）

R５の実施内容及び課題を踏まえ取組
む内容

R６年度の取組み

担当課

教育大綱の基本方
針をふまえ、特に意
識してすすめるべき

点

主な取組み No.

R５年度の取組み R５年度事業費

資料１

高トレエリアの環
境充実

106

・高地トレーニングエリア構想に基づく整備
　医科学サポートスタッフの配置
　飛騨日和田体育館、飛騨高山御嶽トレーニングセン
ター体育館の水銀灯のLED化ほか

・競技力の向上のため
のトレーニング環境の整
備をすすめることができ
た。

・通年利用の確保 28,680 22,157 77.3 継続 24,420
・施設の整備（体育館の屋根改修）、室
内競技団体へのPRにより、通年利用の
促進を図る。

スポーツ推
進課

107

・市内小中学生等の高地トレーニングエリア利用に対す
る助成
　エリア内での宿泊料、移動費用に対する助成
　2月末現在　3団体　50人

・小中学生が整ったト
レーニング環境を経験
することにより、次代を担
う子ども達の意欲向上を
図ることができた。

・利用者（団体数）の増
加

500 104 20.8

・補助対象外であ
る自家用車での日
帰り利用が多かっ
たため。

継続 500
・様々な機会や媒体を活用した制度の
周知により、高地トレーニングエリアの
利用促進を図る。

スポーツ推
進課

スポーツ活動の充
実

108

・子ども夢創造事業（スポーツ）の充実
　FC岐阜交流事業
　　サッカー教室等
　ブラックブルズ交流事業
　　訪問指導、体験教室
　ジュニアゴルファーの育成（スナッグゴルフ体験）
　トップアスリート（プロ野球選手OB)の招へい

・地域で活躍する競技
団体による多様な体験
機会を提供することがで
きた。合わせて、トップア
スリートによる講演会に
より、多くの市民に夢、
目標をもつ重要性を伝
えることができた。

・体験機会のさらなる充
実

4,000 3,639 91.0 継続 3,500
・継続的に体験機会を提供するととも
に、他の競技団体との連携を図り、新
たな体験機会を提供する。

スポーツ推
進課

109
・飛騨高山ブラックブルズ岐阜への助成
　競技力向上のための支援

・選手の競技力の向上
のための支援を行った。

・市民からの更なる支援
の拡大

2,000 2,000 100.0 継続 2,000
・継続して支援を行い、競技力の向上
とともに支援の輪の拡大を図る。

スポーツ推
進課

110

・地域スポーツ活動の指導者育成
　スポーツ推進委員によるスポーツ指導員資格取得の
支援
　　2名が受講予定であったが、日程調整が困難となり
見送り

-
・スポーツ推進委員の活
動の場の拡大

70 0 0.0
・受講予定者の日
程調整が困難で
あったため。

継続 177
・出張型の軽スポーツ体験会等を行
い、資格を活かしたスポーツ推進委員
による地域スポーツ活性化を図る。

スポーツ推
進課

111

・高山市民プールと赤保木公園との一体化に向けた整
備
・高山市民プールと赤保木公園の一体的な管理運営に
向けた検討

・高山市民プールの再
整備に向けた工事を実
施できた。

・工事の進捗管理及び
安全管理の徹底

223,460 197,989 88.6 継続 181,240
・令和6年7月の供用開始予定であり、
赤保木公園との一体的な活用をすす
める。

スポーツ推
進課

112
・サッカー競技場の整備
　設計及び整備（R6完成予定）

・サッカー競技場整備工
事に着手できた。

・工事の進捗管理及び
安全管理の徹底

31,160 22,978 73.7 拡充 660,090
・令和6年12月供用開始予定であり、活
用促進を図る。

スポーツ推
進課

113
・野球場の整備
　設計（R9完成予定）

・野球場の整備に着手
できた。

・利用しやすい野球場
の整備に向けた設計

2,100 2,100 100.0 継続 24,280
・新野球場建設プロジェクト委員会と引
き続き協議を行い、利用しやすい野球
場となるよう設計をすすめる。

スポーツ推
進課

114
・中山公園陸上競技場３種公認更新に係る改修
　規則改正に伴うレーン幅の変更等を行う

・公認陸上競技場とし
て、良好な競技環境を
整備することができた。

53,200 42,656 80.2 - - ・令和5年度単年度事業
スポーツ推

進課

⑯ レクリエーショ
ン・健康・競技など
目的に応じたス
ポーツを活発にす
ること
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教育大綱の推進に向けた令和５年度の取組みを踏まえた令和６年度の取組みについて

内容 成果 課題
現計予算
（千円）

決算見込
（千円）

執行率
執行率が低い（0.7
以下の場合）理由

新規/拡充
/継続の別

R６
事業費
（千円）

R５の実施内容及び課題を踏まえ取組
む内容

R６年度の取組み

担当課

教育大綱の基本方
針をふまえ、特に意
識してすすめるべき

点

主な取組み No.

R５年度の取組み R５年度事業費

資料１

⑰ 暮らしと人間性
や創造性を豊かに
する文化芸術を活
発にすること

文化芸術の振興 115

○子ども夢創造事業（文化芸術）の充実
　高山市文化協会と連携し、より多彩で充実した内容の
事業を企画。
・「ナスカの地上絵デザイングッズを作ろう！！」（8月7
日・10日開催、65名）
　光ミュージアムにて、展示見学やナスカの地上絵デザ
インのグッズ製作を通し、古代アンデス、人類史を学ぶ
無料体験講座。
・「恐竜折り紙と化石のストラップを作ろう!」（11月26日・
12月3日開催、28名）
　福井県の恐竜博物館の見学や折り紙・ストラップ製作
を通し、古生物への関心を高める無料体験講座。
・「飛騨版画を体験してみよう！」（2月10日開催、13名）
　飛騨地域の伝統的な木版画を体験・製作する無料体
験講座。
・「4コマ写真をつくろう　スマホ写真とドローン空撮で物
語のある写真つくり」（3月20日開催予定）
　シナリオ作成から撮影方法までを学び、写真で4コマ
の物語をつくる無料体験講座。
・「竹ランプを作ろう！」（3月30日開催予定）
　工芸品（竹ランプ）製作に取り組むことができる無料体
験講座。

・専門機関との連携によ
り、開催内容の充実を図
ることができた。
・子どもたちが文化芸術
に触れる体験機会を提
供し、幼い頃から文化芸
術に対する興味・関心を
持つきっかけを作ること
ができた。

2,000 1,982 99.1 継続 2,000
・子ども夢創造事業（文化芸術）の実施
（高山市文化協会との連携により内容
の充実を図る。）

生涯学習課

116

○小学校芸術鑑賞事業の実施
・音楽：青島広志氏のトーク＆コンサート（10月2日～4
日、734人）
・狂言：大蔵流狂言「柿山伏」「附子」の公演及びワーク
ショップ（11月7日、746人）

・質の高い文化芸術に
触れられる機会を提供
することができた。

2,000 2,000 100.0 継続 2,000 ・小学校芸術鑑賞事業の実施 生涯学習課

文化財の保存・活
用

117
・高山祭屋台行事の伝承に対する助成
　祭礼衣装等の復興を支援　1団体2,000千円

・衣装等が新調されたこ
とにより、祭礼行事の継
承に対する機運が高
まった。

・無形文化遺産継承に
向けた計画的な事業推
進

2,000 2,000 100.0 継続 2,000
・八幡祭の祭礼で使用される衣装等の
復興を支援する。

文化財課

118
・高山祭屋台等の復刻・保存に向けた調査
　調査成果について地域住民等への周知
　調査結果のホームページ掲載の継続

・調査結果をホームペー
ジに掲載し普及・啓発を
行った。

・地域住民等への周知 - - 継続 -
・調査結果の地元への還元を図るとと
もに、関係者と協議を行い保存の方策
を検討する。

文化財課

119
・伝統的建造物群保存地区拡大に向けた調査
　調査報告書の作成・刊行
　調査成果報告会の開催

・対象地区の文化財的
な価値づけを行うための
調査を行った。年度中
に報告書刊行見込み

・地域住民等への周知 1,900 1,865 98.2 継続 100
・刊行された調査報告書を基に地域住
民等への周知を図る。
・選定にかかる手続きをすすめる。

文化財課

120
・大学等と連携した民具資料の調査整理
　國學院大學の教員・学生および市民ボランティアによ
る市所有の民具資料の現地調査・整理の実施

・資料価値の見直しや、
今後の資料活用につな
がるきっかけとなった。

・民具資料の適切な保
存活用に向けてさらなる
調査整理の推進

1,000 1,000 100.0 継続 1,000
・旧丹生川東小等に保管する民具資
料について、大学や市民と連携した調
査整理の取り組みをすすめる。

文化財課

⑱ 誇りと愛着に満
ちた歴史文化を次
代に脈々と引き継
いでいくこと
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教育大綱の推進に向けた令和５年度の取組みを踏まえた令和６年度の取組みについて

内容 成果 課題
現計予算
（千円）

決算見込
（千円）

執行率
執行率が低い（0.7
以下の場合）理由

新規/拡充
/継続の別

R６
事業費
（千円）

R５の実施内容及び課題を踏まえ取組
む内容

R６年度の取組み

担当課

教育大綱の基本方
針をふまえ、特に意
識してすすめるべき

点

主な取組み No.

R５年度の取組み R５年度事業費

資料１

⑱ 誇りと愛着に満
ちた歴史文化を次
代に脈々と引き継
いでいくこと

無形文化遺産・日
本遺産等の活用

121

○日本遺産を中核とした環境整備・人材育成
・子ども向け日本遺産パンフレットの配布
　⇒市内の全小学校4年生（一部3年生）へ、子ども向け
に分かり易い内容とした日本遺産パンフレットを配布
（配布数704部）
・日本遺産スタンプラリー、フォトラリーの継続
⇒12月末までに5,333名のアクセスあり
⇒日本遺産スタンプラリー、フォトラリーを活用した講演
会を実施
⇒日本遺産フォトラリーは、2月末までに1,467枚の日本
遺産カードを配布
・ 日本遺産認定継続に係る地域活性化計画実績報告
書及び新たな地域活性化計画の審査への対応

・子ども向け日本遺産パ
ンフレットの配布により、
子どもたちが日本遺産
を知る機会を提供するこ
とができ、郷土の歴史に
興味・関心を持つきっか
けとなった。
・スマートフォン等の活
用により、多くの方が気
軽にスタンプラリーや
フォトラリーに参加するこ
とができ、日本遺産の普
及啓発と活用が図られ
た。

・さらなる日本遺産の普
及啓発と活用の推進

200 170 85.0 継続 200

・日本遺産を中核とした環境整備・人
材育成を進める。
・日本遺産を活用した地域の理解を深
める取り組みをすすめる。

文化財課

122

・日本遺産等の地域資源の活用に向けた調査
　自転車を活用して日本遺産等を巡る「日本遺産サイク
ルラリー」の久々野地域、丹生川地域での拡充を検討
　国府地域での日本遺産サイクルラリーについて、12月
末までに22名が参加

・丹生川地域で日本遺
産構成文化財を含むレ
ンタサイクル事業が立ち
上がるなど、事業の拡充
をすすめることができ
た。

・さらなる日本遺産の普
及啓発と活用の推進

－ － 継続 －
・自転車を活用して日本遺産等を巡る
「日本遺産サイクルラリー」の拡充を検
討する。

文化財課

123
・金森長近のマンガの製作
　学校授業等での活用に向けた製作

・委員会を立上げ製作
に向けての検討を行っ
た。
・年度末までに完成予
定。

・製作したマンガの活用 3,000 2,843 94.8 - -
・令和5年度単年度事業
（金森長近のマンガを、学校授業等で
の活用を検討する。）

文化財課

124 新規 2,070

・金森長近生誕500年を機に、特別展
や講演会などの記念事業を行うことに
より、市民の郷土への愛着の醸成を図
り、将来にわたる高山に遺る文化財の
保存、継承に寄与する。

文化財課

歴史的風致の維
持向上

125

・指定管理者と連携した飛騨高山まちの体験交流館の
利用の推進
・伝統工芸や文化財に指定された伝統技術などの実演
の場、観光客の体験交流の場としての活用

・指定管理施設として、
民間のノウハウを活用し
た施設運営を行ってい
る。
・伝統工芸や伝統技術
の実演、体験を行い、多
くの方の参加があった。

・さらなる施設の活用の
推進

27,840 27,837 100.0 継続 30,800
・指定管理者と市役所関係部署とで連
携し、施設の活用を推進する。

文化財課

自ら学び考える力
の育つ教育の推
進

126

・社会科副読本「飛騨の高山」別冊版の発行
・社会科副読本別冊「わたしたちのまち高山」（小学3年
生用）のR５年度版の発行
　市内各地域について深く学びあうことを目的として各
小学校において活用

・社会科副読本「飛騨の
高山」社会科副読本別
冊「わたしたちのまち高
山」を昨年度よりはやく
学校に届け、活用しても
らうことができた。

・「飛騨の高山」につい
ては、６月末の配付と
なったため、今年よりも
はやく学校に配付するこ
とができるか検討する。

1,800 1,214 67.4
・入札差金が発生
したため。

継続 1,700 ・各校への早期配付を行う。 学校教育課
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